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 13 ５か年計画特別委員会（１月・２月閉会中）における秋山文和県議の質疑 

2017 年１月 10 日 

◆議案に対する質疑（「Ⅱ 生活の安心を高める

分野」のうち基本目標「暮らしの安心・安全

を確保する」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ ＨＡＣＣＰの法律における位置付けはどの

ようになっているのか。 

２ ＨＡＣＣＰ導入を従業員１００名以上の３

００施設を対象に進めていくとのことだが、

それ以外の小さな施設はどうするのか。 

３ これまでの管理方法である抜き取り検査方

式ではなぜ駄目なのか。 

４ 他都道府県でもＨＡＣＣＰを導入していく

方向なのか。 

５ 節水型機器やエコの考え方の普及、人口の

減少によって、水道の供給量は減少していく

と思うが、県営水道の供給量はどのように減

少しているのか。平成２７年度末と比べて、

平成３３年度末では水道の供給量はどうなる

のか。また、更に先の水道の供給量の見通し

はどうなっているのか。 

６ 八ッ場ダムが完成すると安定水利権は１０

０％になるとのことだが、非かんがい期であ

る１０月から３月まではどのような渇水があ

ったのか。また、それにより一般家庭への供

給にどのような影響があったのか。 

７ かんがい期にはどのような渇水があったの

か。 

８ 非正規雇用者や不本意非正規雇用者の総数

をどのように捉えているのか。 

９ 非正規雇用者の生涯賃金は、正規雇用者に

比べどのくらい低いと認識しているのか。 

10 主な取組である「住まい安心支援ネット 

ワークなどと連携した住宅困窮者への入居支

援の強化」について、住まい安心支援ネット

ワークは、どのように組織されているのか。

また、このネットワークは、住まいに関して

どのような支援をしており、県民にどのよう

に周知しているのか。 

11 県営住宅は、住まい安心支援ネットワーク

に組み込まれているのか。 

12 高齢単身者は県営住宅に入居できるのか。 

13 学習支援事業については、中学３年生だけ

でなく中学１、２年生も、また、生活保護世

帯だけでなく低所得の世帯も対象にしている

との答弁があったが、間違いないか。また、

生活保護にはならないが低所得である世帯へ

の取り組みの現状はどうなっているのか。 

 

 

Ａ．食品安全課長 

１ 衛生管理の法的な位置付けとしては、食品

衛生法による国の承認制度と県の条例による

衛生管理がある。国の承認制度は審査基準が

厳しいため普及が進んでおらず、国内で４９

０施設、県内では１２施設しか承認されてい

ない。そこで、国は国際標準であるＨＡＣＣ

Ｐ導入を促進するため、各自治体に対してＨ

ＡＣＣＰによる衛生管理ができるよう条例改

正を求め、本県も昨年条例を改正した。これ

により、従来型の衛生管理だけでなく、ＨＡ

ＣＣＰによる衛生管理もできるようになった。

指標は条例に基づく衛生管理のものである。 

２ 小規模の施設に対しても導入できるように

支援していく。事業者からは、導入したくて

も人材がいないため難しいなどの意見も頂く

ことから、事業者向けの講習会や個別相談な

どを行い、簡易型ＨＡＣＣＰといえる彩の国

ハサップガイドラインの導入などから、段階

的に導入を図っていく。 

３ これまでも抜き取り検査方式で安全を確認

しており、抜き取り検査が駄目だということ
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ではない。しかし、抜き取り検査は、検査が

終わるまで出荷できないことや、既に出荷し

た製品に不良が見つかったときには急きょ回

収する必要があるなどの問題がある。ＨＡＣ

ＣＰは製造時の重要なポイントを連続的に監

視する工程管理であり、抜き取り検査をしな

くてもより安全が高まるため、メリットも大

きい。 

４ 他都道府県でも、本県と同様に平成２７年 

度中に条例を改正している。しかし、導入が

始まったばかりで実際にＨＡＣＣＰによる管

理を進めているところはまだ少ないと聞いて

いる。 

 

 

Ａ．水道企画課長 

５ 直近５年間の実績でみると、１日平均供給

量は１年当たり約０．５％減少している。平

成２３年度に策定した埼玉県営水道長期ビジ

ョンでは、供給量が平成２７年度に対して平

成３３年度は約２％減少すると見込んでいる。

その先についても、同程度で減少していくも

のと想定している。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

６ 平成以降、非かんがい期の渇水は、平成７

年度と平成８年度の２回である。平成７年度

は、利根川水系で１０％の取水制限、荒川水

系で最大５０％の取水制限が実施され、一部

市町村では減圧給水を実施した。県北地域で

は農業用水の不足で冬野菜に影響が出たとい

う苦情が土地改良区に寄せられた。平成８年

度は、利根川水系で１０％の取水制限、荒川

水系で最大２５％の取水制限が実施され、一

部の市町で減圧給水を実施した。 

７ 平成以降、かんがい期に特に大きな影響が

出た渇水は、平成６年度と平成８年度の２回

である。平成６年度は、利根川水系で最大３

０％の取水制限、荒川水系で最大９２％の取

水制限が実施された。このときは５１市町村

で減圧給水を行い、松伏町の一部では一時断

水も発生した。また、県営プールではスライ

ダープールの使用停止や閉園時間の１時間繰

上げ、学校のプールや市町村の公営プールの

使用自粛が行われた。平成８年度は、利根川

水系で最大３０％の取水制限、荒川水系で最

大５０％の取水制限が実施された。このとき

は、４３市町村で減圧給水が実施され、東松

山市や滑川町の一部では一時断水となった。

また、県営プールではシャワーの使用本数の

減、学校のプールや市町村の公営プールの使

用自粛が行われた。 

 

 

Ａ．勤労者福祉課長 

８ 県内の非正規雇用者の総数については、平

成２４年の就業構造基本調査における非正規

雇用者数の１２４万８，０００人と捉えてい

る。不本意非正規雇用者については、全国の

平成２７年労働力調査の不本意非正規の割合

が１６．９％となっていることから、この割

合に非正規雇用者数の１２４万８，０００人

を掛けて得られる約２１万人を県内の不本意

非正規雇用者の総数と捉えている。 

９ 生涯賃金については、転職や失業により大

きな変動があるが、独立行政法人労働政策研

究・研修機構がまとめたユースフル労働統計

では、厚生労働省の賃金構造基本調査を基に

生涯賃金を試算している。この試算では、正

社員については、大卒男性が同じ企業に６０

歳の退職まで、フルタイム正社員で勤め続け

た場合の退職金を含めない生涯賃金は２億８，

０００万円となっている。一方で非正規雇用

者については、大卒男性が卒業後に、フルタ

イムの非正規社員を６０歳まで続けた場合の

退職金を含めない生涯賃金は１億４，０００

万円となっており、正規と非正規の間では２
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倍程度の差があると認識している。賃金の格

差は重要な問題なので、非正規雇用者の正社

員化にしっかりと取り組みたい。 

 

 

Ａ．住宅課長 

10 住まい安心支援ネットワークは平成２３年

１月に設立され、埼玉県宅地建物取引業協会

などの不動産関係団体、埼玉県社会福祉協議

会などの福祉関係団体、５５市町、都市再生

機構など、７１団体から構成されている。県

住宅供給公社が会長を、埼玉県が副会長を務

めている。活動としては、賃貸オーナーや不

動産店、入居支援団体向けに、入居支援の事

例紹介や情報提供を目的とした研修会やセミ

ナーを開催している。また、ホームページに

各市町村の子育て支援のための住宅の助成制

度などの情報を提供している。さらに、埼玉

県が実施している住宅困窮者の入居を受け入

れる民間賃貸住宅や不動産店を登録するあん

しん賃貸住宅等登録制度についても、県と共

に普及啓発を行っている。周知については、

ホームページやリーフレットによる広報に加

え、不動産店、県や市町村の住宅・福祉担当

職員などが行う住まいに関する相談の場を通

じて行っている。今後も更なる周知を図って

いく。 

11 住まい安心支援ネットワークは、住宅セー

フティネット法に基づき設置された居住支援

協議会であり、その目的は民間賃貸住宅への

円滑な入居の促進である。一方、県営住宅は

住宅セーフティネットの根幹をなすものであ

り、民間賃貸住宅と一体となって住宅セーフ

ティネットを構築している。県住宅供給公社

の住まい相談プラザでは、相談者に対して県

営住宅と民間賃貸住宅を併せて情報提供して

おり、今後も住宅困窮者の意向に応じた対応

ができるようにしていく。 

12 県営住宅は２人以上の世帯での入居が基本

となっているが、高齢者は民間賃貸住宅で入

居を拒まれるケースもあるため、単身世帯用

の住宅も一部整備しており、高齢者に限って

単身者も入居できるようにしている。 

 

 

Ａ．社会福祉課長 

13 中学１、２年生も参加の対象としている。

参加率は中学１、２年生を合わせて２２．４％

である。この事業は生活困窮者自立支援法に

基づく事業であることから、生活困窮世帯の

子どもも対象としている。県では、就学援助

世帯や生活保護を廃止になった世帯、子ども

が勉学を望んでいるが家庭環境でできないと

いった場合で福祉事務所が必要と認める世帯

に事業への参加を呼び掛けている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ ＨＡＣＣＰについて、国の承認のハードル

が高いので、低い県のハードルを設けたとい

うことか。 

２ 小規模の施設に対しては目標を持たずにＨ

ＡＣＣＰの普及を進めていくのか。 

３ 非かんがい期の直近の約２０年間には、渇

水はなかったということでよいか。 

４ 労働者派遣法などの改正により非正規雇用

者が増加する中で、非正規雇用者を正規雇用

に転換することは容易でないと考えるが、具

体的にはどのように進めるのか。 

５ 住まい安心支援ネットワークは民間が主で

あり、県営住宅が位置付けられていないよう

だが、県が公的な支援として位置付けていく

べきではないかと思うがどうか。 

６ 単身高齢者の県営住宅は、全体の何％ある

のか。 

７ 低所得世帯を含めると、学習支援の対象と

なる子どもの裾野は相当広い。生活保護世帯

には全て訪問しているとのことだが、生活困
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窮世帯にはどのように案内しているのか。全

て訪問して事業を案内するとすれば、かなり

の規模になるが、どのように対処しているの

か。 

 

 

Ａ．食品安全課長 

１ ＨＡＣＣＰという点についてはハードルの

高さには変わりはない。国の承認制度は、本

来のＨＡＣＣＰのソフト面の基準に加え、施

設のハード面などの整備を指導した事例が多

く、申請手数料も２３万９，７００円かか 

 る。県条例に基づく基準では申請手数料はな

く、誰でも取り組んでいただける。県条例に

基づくものでも、７原則１２手順というＨＡ

ＣＣＰの国際的な規約に基づいた手法であり、 

ハードルを下げてはいない。 

２ 小規模施設の具体的な数値目標は掲げてい

ない。まずは取り組みやすい大規模施設の導

入を促進し、同時に小規模施設にも促進して

いく。導入は義務ではないが、できるだけ取

り組んでもらうという姿勢で大規模施設と同

様に支援していく。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

３ 平成９年度以降の渇水はない。 

 

 

Ａ．勤労者福祉課長 

４ 労働関係法令については、労働契約法や 

パートタイム労働法など毎年のように改正が

続いている。労働契約法の改正に関しては、

平成３０年からは、通算５年を超える有期労

働契約が労働者の申し出により無期労働契約

へ転換できるようになる。こうした仕組みに

ついて事業者が十分に理解していないという

話も聞く。そこで、労働セミナーやＳＮＳな

どを活用し、法改正などについて周知を図っ

ている。県だけでは十分な周知ができないこ

とから、埼玉労働局や経済団体、労働団体と

も連携しながら周知を徹底していきたい。 

 

 

Ａ．住宅課長 

５ 住まい安心支援ネットワークは、住宅セー

フティネット法に基づく居住支援協議会であ

り、民間賃貸住宅を対象としている。県営住

宅は、施策１５の主な取り組みのうち、「住ま

いのセーフティネットとしての県営住宅の計

画的な維持管理と更新」に位置付けている。 

６ 単身高齢者用の住戸は、県営住宅の管理戸

数の約６％である。ニーズが高いため、今後

も整備に努める。 

 

 

Ａ．社会福祉課長 

７ 生活困窮世帯の捉え方については、国が具

体的な基準を示していないため、各市町村で

まちまちであり、潜在的に学習支援を必要と

する人のニーズを把握することは困難な状況

にある。県では、就学援助世帯や生活保護を

廃止になった世帯に加え、税金や国民健康保

険、国民年金保険料を滞納している世帯に学

習支援の制度を周知するよう福祉事務所へ働

き掛けている。今後もどのような生活困窮世

帯が学習支援を必要とするかについて調査検

討した上で、対象となる可能性のある人に積

極的に働き掛ける。 

 

 

 

◆議案に対する質疑（「Ⅱ 生活の安心を高める

分野」 のうち基本目標「危機や災害に備える」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施策１６の主な取り組みの「企業と連携し

た家具固定の促進」について、どのように取



2017 年２月定例会 県政資料 134 号 

 
- 78 - 

 

り組を進めていくのか。企業との連携だけで

家具固定は進むのか。 

２ 施策１７の指標の「多数の者が利用する民

間建築物の耐震化率」については、学校、病

院、店舗、ホテル、賃貸住宅などが指標の対

象となっているが、対象となっていない昭和

５６年以前に建築された分譲マンションは相

当数ある。分譲マンションの耐震化について

はどう考えているのか。 

３ 施策１８の指標の「河川整備が必要な河川

の延長」について、６年間で僅か１０ｋｍ延

長するのでは少なすぎる。このペースでは、

残りの全ての整備が終わるのに２３３年もか

かってしまうことになるのではないか。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

１ 今年度、イオンレイクタウン、コープみら

い、イトーヨーカドー、カインズホームなど

と一緒に家具固定ＰＲイベントを実施し、合

計で約５，０００人の県民に参加していただ

いた。企業と連携した家具固定ＰＲイベント

だけでなく、家具固定を含めた３つの自助の

取り組みを分かりやすく伝えるイツモ防災講

座を、平成２７年度から始めている。市町村

職員や消防職員など約３００人の講師を養成

し、各地で住民にイツモ防災の啓発講座を行

うことで、家具固定の実施率を向上させてい

く。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ 分譲マンションの耐震化については、所有

者が多数にわたることから、合意を得ること

が課題となっている。県では、平成２８年度

から、マンション所有者の合意形成を進める

ため、分譲マンションの耐震診断、工事の実

施に向けた基本計画等の策定に対して補助を

実施している。マンション管理士等からも多

く問い合わせを受けており、こうした制度を

活用し、耐震化を推進していきたい。 

 

 

Ａ．参事兼河川砂防課長 

３ 指標については、時間雨量５０ｍｍ程度の

降雨により発生する洪水を安全に流す河川の

整備延長がどのくらい減るかということで記

載している。現在進めている河川整備は、市

街化の進んでいる地域を優先的に行ってお 

り、このような地域では住民や橋りょうの架

換えに関する関係機関との調整に一定の期間

がかかることとなり、大幅に距離が伸びとい

うことはない。治水対策としては、河川改修

の距離を伸ばすだけでなく、調節池の整備や

治水施設の耐震化など、指標に表れてこない

部分の対策も併せて進めている。このような

取り組みを踏まえて、次期５か年計画期間で

１０ｋｍの整備を目標としている。なお、河

川整備は下流からの整備を原則としており、

今後上流部に整備が進めば、一般的に川幅も

狭くなり人家も少なくなることから、整備の

進捗も早くなると考えている。２３３年かか

ることはないと考えている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 全ての家庭で家具が固定されている状態を

指標とすべきではないか。 

２ 高齢化の進む分譲マンションの耐震化につ

いては、相当な労力が必要となると思うが、

その点についての認識はいかがか。 

３ 河川整備を１０ｋｍ進めることでこれだけ

の効果があるということが分かりやすい表記

にすべきではないか。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

１ 家具固定の実施率を１００％とすることは
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理想ではあるが、なかなか難しいため、少な

くとも寝る部屋には家具を置かないなどの対

策も考えられる。県の震災対策行動計画で 

は、平成３２年度までに家具固定率６５％を

目標としており、それに向けて取組を進めて

いく。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ 分譲マンションでは、所有権の関係が複雑

であることから耐震化に対して様々な意見が

あり、合意を得ることはなかなか難しいが、

補助制度をうまく活用し、市町村と連携して

対策を進めていきたい。 

 

 

Ａ．参事兼河川砂防課長 

３ 現行の５か年計画では指標として河川の整

備率を記載している。この指標では県民の方

に分かりにくいとの意見もあった。そこで、

今回は実際の整備の距離を指標として表すと

ともに、この効果を分かりやすく示すため、

新たに浸水家屋数の解消数を指標として追加

した。このように実施した事業による効果を

併せて表記することで、事業の効果を分かり

やすく理解いただけると考えている。 

 

 

秋山委員 

分譲マンションの耐震化は国や県の補助が拡

充されれば進むと考えている。（意見） 

 

 

 

◆議案に対する質疑（「Ⅲ 人財の活躍を支える

分野」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 教育環境の整備について、教職員定数など

教育条件を根本的に整備する柱としての施策

を個別に設けなかった理由は何か。 

２ 施策２０の施策指標は、学力・学習状況調

査の正答率についての指標であるが、これが

適切なのか。正答率を指標とすることは、教

育現場や保護者・児童生徒への圧力になる、

学力テスト至上主義の指標ではないか。 

３ 学力向上だけを目指すのではなく、現行５

か年計画における「『教育に関する３つの達成

目標』における基礎学力定着度」のような指

標が適当なのではないかと考える。現行５か

年計画の施策指標を、学力・学習状況調査に

おける学力状況についての施策指標に変更し

た理由は何か。 

４ 施策２０では「特別支援学校高等部で一般

就労を希望する生徒の就職率」を施策指標と

しているが、特別支援学校の高等部を卒業す

る生徒の多くは就職とは違う進路となってい

る。一部の進路だけを捉えて指標とするのは

いかがなものか。なぜ、この指標を設定する

のか。 

５ 施策２５では不登校についての施策指標が

あるが、不登校となる要因は様々なものが指

摘されており、また、必ずしも学校だけが児

童生徒の居場所ではなく、家庭やフリース 

クールなど多様な環境で過ごすことに社会の

理解が広まっていると思う。この点をどのよ

うに認識しているか。また、不登校を減らす

という指標や取り組みは、一方で児童生徒と

家庭を更に苦しめることになってしまうとい

う側面があり、注意を払わなければならない

と考えるが、どのように取り組みを進めるの

か。 

６ 施策２１の主な取り組み「運動部活動の充

実」について、平成２９年１月６日に文科省

が、中学校の運動部活動について休養日を適

切に設定するように求める通知を、全国の教

育委員会、都道府県知事などに出した。中学

校では週に２日、高校では週に１日部活の休
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養日を設定することで、生徒や教員の負担軽

減を図ることが趣旨だと考える。これを受け

て、どのように取り組みを進めるのか。 

７ 施策２２の施策指標について、「主体的、対

話的な深い学び」、いわゆるアクティブ・ラー

ニングの研修を義務付けて大々的に取り上げ

ることは、アクティブ・ラーニングを絶対視

することになるのではないか。これは指導方

法の１つであって全てではないはずである。

義務的研修にすることは問題ではないかと考

える。教員には研修の強制はふさわしくな 

く、自主的な研修受講が求められているので

はないか。 

８ 授業中にＩＣＴを活用していくことについ

ては良いと思う。電子黒板が足りないので卒

業生に寄附を求めるという話を聞いたが、必

要なものは県が当然予算化して現場に配置し

なければならない。ＩＣＴ機器の設置状況や、

教員が自由に使えるかどうかを確認したい。 

 

 

Ａ．教育政策課長 

１ 教育局では、児童生徒に対してきめ細かな

指導を実現するため、少人数指導や習熟度指

導などの個に応じた指導を進めており、その

ために必要な教員配置ができるよう国に対し

て定数改善に向けた要望を行っている。５か

年計画案では、施策２０の主な取り組み「小・

中・高等学校、特別支援学校における１人１

人を確実に伸ばす教育の実践」に位置付ける

とともに、個別計画である教育振興基本計画

にもしっかり位置付けて取り組んでいる。こ

れまでの実践も踏まえ、今後もしっかり取り

組んでいく。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

２ １人１人を伸ばしていくことが教育の本質

である。このため、１人１人が伸びているか

を見ていく指標が適切であると考える。学力

テスト至上主義にならないかという点につい

ては、１人１人の学力を伸ばしていく結果と

して、全国学力・学習状況調査の結果を導い

ていくものである。学力を向上させることは

学校教育の大きな役割の１つであるため、市

町村と一体となって進めていく。 

３ 指標を変えたことについて、３つの達成目

標の学力達成の目標については小中学校とも

９５％前後の高水準を維持してきており、一

定の目的を達成してきた。しかし、全国学力・

学習状況調査については、基礎的な問題に加

えて、より深く問題を理解し、読み解ける力

がないと解けない問題も多くあり、本県の課

題がある。平成２７年度に県の学力・学習状

況調査を始め、１人１人の学力を伸ばし、そ

の中で全国の学力・学習状況調査の結果につ

なげていくよう進めていく。 

 

 

Ａ．参事兼特別支援教育課長 

４ 選定した指標については、確かな学力と自

立する力の育成に対し、大きな意味を持つも

のである。特別支援学校の生徒は、働く力を

身に付け、社会で生きていかなければならな

い。そのために、一般就労は障害が重くても

軽くても皆が目指すべきものであることから、

この指標を選定した。 

 

 

Ａ．生徒指導課長 

５ 学校は、全ての児童生徒に対し学力や体力

をつけさせ、社会性を養う場となっているこ

とから、学校教育は重要なものと考えてい 

る。その上で、不登校については、不登校の

児童生徒が行っている多様な学習活動を踏ま

え、個々の状況に応じた必要な支援が求めら

れていると認識している。今後の取り組みに

ついてであるが、不登校への対応は、未然防
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止、早期発見、早期対応が何より重要であ 

る。また、それでも通学できない児童生徒に

は自立支援が必要と考えている。児童生徒に

とって魅力的な学校づくりに努め、教育相談

体制を充実させるとともに、民間のフリース

クールなどとも連携しながら、全ての児童生

徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を

受けられるよう努めていく。 

 

 

Ａ．保健体育課長 

６ 運動部活動の休養日について、国の通知を

受けたところである。県教育局としては、既

に、平成２８年３月２９日付けで、原則とし

て土日どちらかに休養日を定めると市町村教

育委員会及び各県立学校に通知を出したとこ

ろである。現在も、様々な機会を捉えて周知

しているが、今後も国の動向も注視しながら

適切な休養日の確保について取り組んでいく。 

 

 

Ａ．高校教育指導課長 

７ 現在、教育が大きく変わろうとしている中

で、新しい学習指導要領の実施に向け、「主体

的、対話的な深い学び」を実現する授業改善

のための研修は大変重要であり、県としても

責任を持って実施していきたいと考えている。

県が実施する研修の中では、アクティブ・ 

ラーニングを扱うものだけでなく、従来の講

義型の授業を扱う教科研修も実施しており、

義務教育課程、高等学校とも、アクティブ・

ラーニングは指導方法の１つとの捉え方で研

修を実施している。 

８ 現在までに、教員１人にパソコン１台、生

徒用のコンピューター教室が県立高校では基

本的には１教室以上整備しているほか、規模

が大きい、専門学科を有する学校は２教室以

上、プロジェクターは可動式のものを各学校

３セット、有線によるＬＡＮ、ネットワーク

の設備を整備している。しかし、国の新しい

教育の情報化プランが示されているため、今

後、普通教室に１台のプロジェクターの整備

や、移動可能なコンピューター、タブレット

端末、無線ＬＡＮなどの整備を進める必要が

あると考えている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 特別支援学校高等部卒業生の進路の状況に

ついて教えてほしい。 

２ フリースクールは不登校にカウントするの

か。 

３ 平成９年の指針では、中学校は週に２日 

間、高校は週に１日、部活の休養日を設定す

るようになっている。現在、週に１回、土日

のどちらかを休むよう指導しているというこ

とだが、中学校では週に２日という以前の指

針との整合性はどのようになっているのか。 

 

 

Ａ．参事兼特別支援教育課長 

１ 平成２７年度の卒業生では、一般就労を希

望しない生徒も含め全ての卒業生の就職率は

３１．７％、通所・入所を含めて施設入所が

６３．１％、そのほか在家庭や進学が数％で

ある。障害の重さに関係なく子どもたちに社

会で生きて働く力を身に付けさせるというこ

とは特別支援学校の大きな使命である。結果

的に施設入所となっても、就労を目指させる

という教育をしっかりとやっていくという意

味からもこの指標を選定した。 

 

 

Ａ．生徒指導課長 

２ 児童生徒が学校に通学せずにフリースクー

ルに通っている場合は、不登校にカウントし

ている。 
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Ａ．保健体育課長 

３ 平成２７年度の調査では、平均で１週間に

５．５２日活動している。つまり、１週間に

一度、休養日を設けていることになるため、

週に１日の休みについては定着している。国

からは、新たに２日の休養日を設けるように

との通知文が発出されたが、その内容につい

て、国がガイドラインを再度作成するという

情報があることから、注視しながら対応して

いく。 

 

 

 

2017 年１月 20 日 

◆議案に対する質疑（「Ⅳ 成長の活力をつくる

分野」のうち基本目標「埼玉の成長を生み出す

産業振興する」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施策３１の施策指標「県内の企業（製造業）

が生み出す付加価値額」について、現行５か

年計画では対象を中小企業としていたが、今

回は従業者４人以上に対象を拡大している。

県内には、従業者３人以下の事業所が約４割

ある中で、６割の事業所を今回の施策指標の

対象としたのはなぜか。全部の事業所を対象

としないのか。 

２ 現行計画では、付加価値額の目標は６．９ 

％の増加であるが、達成率は５０％となって

いる。次期５か年計画では、５年間で７．３％

の増加を目指すことになるが、現実的な目標

といえるのか。 

３ 施策３２の主な取り組み「中小企業・小規

模事業者の資金調達の円滑化支援」につい 

て、県をはじめとする制度融資の利用が年々

先細りしているが、民間金融機関に流れる理

由に、融資実行までに期間がかかりすぎるこ

とがあるのではないかと思う。資金需要が 

あっても間に合わず、借りたくても借りられ

ないという現実があるのではないか。民間と

の期間の差はどうなっているのか。民間と遜

色ないよう期間を改善すべきだがどうか。 

４ 施策３３の施策指標「サービス産業の労働

生産性」は相当意欲的な目標値であるが、こ

の目標を達成できるという根拠はどうなって

いるのか。また、この指標は一般的には認知

されていないと思うが、指標とした理由は何

か。 

 

 

Ａ．産業労働政策課長 

１ 今回の計画案では、先端産業支援のほか企

業誘致などにより製造業全体を対象とした取

り組みを行うものであり、製造業全体の数値

を施策指標とした。また、指標把握に利用す

る調査は工業統計調査としており、従業者４

人以上が調査対象となっている。このため、

従業者４人以上の数値を指標としているもの

である。ただし、指標の対象になっていなく

ても３人以下の事業所も施策の対象としてお

り、小規模事業者もしっかりと支援をしてい

く。 

２ 最近の実績を見ると付加価値額は伸びてお

らず厳しい状況ではあるが、１年単位で見る

と１％以上伸びている年もある。目標値は

１％弱の伸び率を継続することにより達成が

可能であるので、企業を支援し、達成に向け

て努力していきたい。 

 

 

Ａ．金融課長 

３ 県制度融資は、県が審査を行い融資するも

のではなく、民間金融機関融資そのものなの

で、民間と比較できる性質のものではない。

ただ、原則として信用保証協会の保証を付け

るので、協会の審査日数分だけ余計に日数が

かかることになり、昨年度はその審査日数の
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平均は８．２日となっている。信用保証協会

は、協会の立場で、金融機関とは別に審査を

する必要があるので、ある程度、仕方のない

日数なのではと考えている。様々な企業から

融資期間についても意見を聴いているが、比

較的、肯定的な意見の方が多い状況である。 

 

 

Ａ．商業・サービス産業支援課長 

４ 指標の設定に当たっては、県内純生産額を

就業者数で割って１人当たりの労働生産性を

算出した。平成３３年度の目標値について 

は、この値に伸び率を乗じて求めた。毎年の

伸び率は、分子となる純生産額では、経営革

新計画策定時の付加価値向上目標と同じ年

３％とし、分母となる就業者数は、過去１０

年間の伸び率の平均値である０．９％とした

結果、年間約２％の伸び率となっている。な

お、国の日本再興戦略でもサービス産業の労

働生産性の年間の伸び率を２０２０年までに

２％に引き上げることを目標としており、こ

れに沿ったものとしている。サービス産業は

労働集約型の産業であることから、県内総生

産から減価償却などを除いた数値である県内

純生産のほうが労働の成果を評価するうえで

より適切と考え使用している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 全体の付加価値額は把握できないとのこと

だが、県内の４割の事業所の付加価値額が対

象外となるデータでは、県の全体を把握する

上では不十分なのではないか。従業員３人以

下の事業所も県で調査して把握するようにで

きないのか。 

２ 現行計画で、施策指標の達成率は５０％と

なっている状況の中で、７．３％増加という

高い目標に対してどのように取り組むのか。 

３ 制度融資で信用保証協会の審査が８．２日

もあるのでは間に合わない。そのため制度融

資には魅力がなくなり、民間金融機関に太刀

打ちできなくなっている。企業は、制度融資

では間に合わないから、やむを得ず民間金融

機関から借りているのではないか。今のまま

では制度融資は企業の資金需要に応えられな

い。８．２日の審査が必要だから仕方ないと

いうことではなく、期間の改善についてはど

うしていくのか。 

 

 

Ａ．産業労働政策課長 

１ 平成２６年の経済センサスによる年間売上

額の調査では、従業者４人以上の事業所の売

上額が県内全体の９８％となっている。付加

価値額についても同様に従業者４人以上の数

値で製造業全体の状況を把握できると考えて

いる。また、県では四半期ごとに小規模事業

者を含めた２，２００社を対象に経営動向調

査を実施しており、この調査の中で小規模事

業者の状況も把握するとともに、関係部局や

商工団体に情報提供し、しっかりと支援をし

ていく。 

２ 中小企業以外も含めて、先端産業支援や企

業誘致などに取り組んでいくとともに、施策

３２で中小企業・小規模事業者の支援をしっ

かりとやっていくことにより、増加率７．３ 

％を目指していく。 

 

 

Ａ．金融課長 

３ 民間金融機関の融資でも一定の期間はかか

るものであり、必ずしも日数を理由として制

度融資の利用が減っているわけではないと考

えているが、県としては、必要書類の見直し

などの手続の簡素化を図っており、今後と 

も、融資がスムーズに行われるよう努めてい

きたい。 
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Ｑ．秋山委員 

四半期ごとの経営動向調査の調査対象２，２

００社のうち、従業員３人以下の事業所の割合

はどのくらいか。 

 

 

Ａ．産業労働政策課長 

四半期経営動向調査の調査対象企業は、従業

者２０人以下が７割である。そのうち、従業者

１人から５人が４割となっている。 

 

 

 

◆議案に対する質疑（「Ⅳ 成長の活力をつくる

分野」のうち基本目標「埼玉の農林業の成長産

業化支援する」及び「埼玉の活力を高める社会

基盤をつくる」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施策３６の施策指標「担い手への農地集積

率」について、２５％を４２％にすることが

目標値になっている。しかし、日本の農業は

家族経営に支えられている面が依然として大

きく、小さくとも多様な農家を衰退させるこ

とになってはいけないと考える。この指標は

大規模化を偏重する構造改革の一環だと思う

が、なぜこれを指標とするのか。 

２ 施策３７の主な取り組み「農薬や化学肥料

の低減など環境に配慮した栽培による高付加

価値化」について、農業分野で一番大切なの

はその農産物を食べる消費者の安全だと思う

が、安全・安心という記載がないことに不安

を感じる。どこかに明記する必要があると思

うがどうか。 

３ 施策３８について、今注目されているクロ

ス・ラミネイティド・ティンバー、ＣＬＴと

いう集成材は強度が高く、高いビルも造るこ

とができる。東京オリンピックの会場を設計

した方も注目しており、会場にはＣＬＴを相

当取り入れると思われる。ＣＬＴの生産・販

売・使用の流れを作れば、県産木材の供給量

を大幅に伸ばすことができると考えるがどう

か。 

４ 施策４１について、ホームドアの設置費用

は、国が３分の１、県が３分の１、事業者が

３分の１負担しており、公共の方が負担割合

が多い。国は細かいことに口を出すことはあ

り得ないため、県が事業推進の主体になると

思う。交通政策課から提出された予定表で 

は、１０万人以上の利用がある駅でも、平成

３３年以降にずれ込むところも多々あるが、

現在の計画は、事業者が出してきたものなの

か、それとも県と事業者で協議したものなの

か。また、県民の期待に応えるため、県の負

担を増やすことで事業を促進することができ

ると考えるがどうか。 

 

 

Ａ．農業ビジネス支援課長 

１ 本県農業を家族経営の方々が支えている面

があることは、我々も認識している。規模の

大小にかかわらず、意欲のある農家の方には

引き続き営農を継続していただきたいと考え

ている。一方で、農家の高齢化などにより、

リタイヤする方や規模縮小を希望する方がい

るなどにより耕作できない農地が発生してく

る状況もある。また、相続で農地を引き継い

だ、いわゆる土地持ち非農家の農地もある。

農地の有効利用を図るために、こうした農地

を担い手の方に集積し、担い手の育成と生産

性の向上に結び付けていく。このため、担い

手への農地集積率を施策指標としたところで

ある。意欲のある農家から無理に農地を引き

はがして担い手の方に集積することではない

ので御理解いただきたい。 
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Ａ．農産物安全課長 

２ 県産農産物の安全性の確保については、施

策１３の中で取り組むことにしている。主な

取り組み「農薬の適正使用や農業生産工程管

理（ＧＡＰ）などによる県産農産物の安全性

確保」などをしっかりと行っていく。 

 

 

Ａ．森づくり課長 

３ ＣＬＴは大規模建築物への利用が可能で、

今後木材利用の拡大に貢献することが大きく

期待されている。昨年春には国から設計基準

が示され、利用に向けた体制づくりが進んで

いる。一方、全国６か所の工場で生産が開始

されているが、新しい工法のためか製造ライ

ンがフルに稼働している状態ではないようで

ある。現在のところ、県内でＣＬＴの製造工

場の計画はないが、委員御指摘のとおりＣＬ

Ｔの販路が確立すれば供給量は大きく増えて

いくと思っている。県内での生産・加工・流

通体制の整備については今後需要の動向を踏

まえ、また、関係者の意見も広く聴きながら

必要に応じて検討を進めていく。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

４ 県内の駅でホームからの転落事故をなくす

ことは重要と考えており、積極的にホームドア

設置を進めたい。県としてはモデル事業を進め

ることによりホームドアの整備を促進してきた

ところである。事業者に対して継続して要望活

動を続けてきたこともＪＲ東日本や東武鉄道の

整備計画策定につながったものと考えている。

蕨駅の事故もあったことから、ホームドア設置

の更なる前倒しについて、ＪＲ東日本の大宮支

社長にも話をしている。 

 

 

 

Ｑ．秋山委員 

事業者は財源が無尽蔵にあるわけではないた

め、事業者に働き掛けるだけでなく公共がホー

ムドアの設置を促進させる必要がある。蕨市長

は市が自前で整備する可能性も話していた。事

業者を促すだけでは駄目だとも考えられるがど

うか。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

県としては、これまでもモデル事業として県

が負担してホームドアの整備を促進してきてお

り、和光市駅にはホームドアが設置された。ま

た、現在も川越駅で設置工事が進んでおり、平

成２９年度末までの設置が完了する予定である。 

 

 

Ａ．企画財政部長 

つくばエクスプレスなどの新線では標準で 

ホームドアが整備されているが、一方で、既存

の鉄道路線では整備が進んでいない状況であ 

る。国が３分の１を補助するスキームとなって

いるが、これだけではなかなか進まない状況が

続いている。車両の扉の位置が合わないという

技術的な問題もあるが、一番の問題は総事業費

が多く、事業者の負担が大きいことである。そ

うした中で、県としても鉄道事業者に対応して

ほしいことから、モデル事業として第一歩を切

り開き、和光市駅が供用を開始して、現在は東

武鉄道川越駅でも取り組んでいるところである。

ただ、地元自治体の支援がないと事業者が継続

して取り組むのは難しいと判断しており、東京

都では地元区市も補助をする制度ができている。

本県でも東京都にならって、県と市で共同して

支援することについて庁内で協議を進めている

ところである。 
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2017 年２月 10 日 

◆議案に対する質疑（「Ⅴ 豊かな環境をつくる

分野」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施策４４の主な取り組み「ディーゼル車運

行規制の実施やアイドリングストップの指導」

について、身近な例として、コンビニエンス

ストアの駐車場でトラックがエアコンを動か

すためにエンジンを掛けたまま夜中に何時間

も休憩したり仮眠したりしている。近くのマ

ンションでは騒音によりつらい思いをしてい

る。県の条例でアイドリングを禁止している

が、もっと厳しくしてほしい。これを徹底す

るのは環境部か、それとも警察なのか。 

２ 施策４５について、環境整備センターの埋

め立て地の残余年数はどれくらいあるのか。

また、資源循環工場における環境テックの不

法投棄について、県が行政指導をしていなか

ったのではとの新聞報道があったが、公害防

止協定を結んでいる地元の寄居町、小川町に

このことをどのように説明しているのか。 

３ 施策４７の施策指標「アユが棲める水質の

河川の割合」では、平成２７年度の８９％を

平成３３年度には９３％にすることを目標値

としている。アユは川に１年中棲んでいる魚

ではないが、川のきれいさを県民のイメージ

に訴えるには適当な魚であるが、きれいさを

測る上で、蛍の幼虫のエサやタナゴの産卵場

所になっている貝類もいることから、貝類も

指標に加えたらどうか。 

 

 

Ａ．大気環境課長 

１ アイドリングストップの指導は環境部で所

管している。指導については、市町村への事

務移譲を進めており、移譲している所は市町

村が、それ以外は県の環境管理事務所が指導

しており、運転手に対するアイドリングスト

ップの実施や駐車場管理者への看板の設置な

どアイドリングストップの周知について指導

している。アイドリングストップには犯罪で

はないため罰則はなく、車によってはアイド

リングしないとエンジンがかからないものも

あるため、厳格化は難しい。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長 

２ 埋め立てが可能な年数は、寄居町との公害

防止協定により平成４３年３月までの１５年

間となっている。今回の新聞報道の事案につ

いて、周辺環境への影響はなく、不法投棄さ

れた廃棄物は直ちに撤去された。また、２４

時間以内公表ルールが適用される環境基準を

超えていたわけではない。以上の理由により

地元への説明は行っていなかったが、今後は

これまで以上に地元とのコミュニケーション

を大切にしていきたい。 

 

 

Ａ．参事兼水環境課長 

３ アユやイワナなどの魚類の生息域は、水質

と関係がある。しかし、淡水の貝類では水質

のイメージに合う代表的なものがなく、また、

水質との関連データも乏しい。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ アイドリングストップについて、看板の設

置などにより周知されていることは住民も知

っているが、実際に指導に出向くことはない

のか。 

２ 報道されるような環境整備センターの事案

について、寄居町、小川町には機敏に対応し

ていただきたい。（要望） 

３ 二枚貝がいないとタナゴは生息できない。

アユは清流というイメージがあるが、科学的
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には貝類が重要な指標となる。どう認識して

いるのか。 

 

 

Ａ．大気環境課長 

１ 権限移譲していない市町村における事案に

ついて、通報等があった場合は、環境管理事

務所が現場での対応もしている。また、悪質

な運転者には、コンビニエンスストアなどの

駐車場管理者からも声掛けしてもらうよう依

頼している。 

 

 

Ａ．参事兼水環境課長 

３ この指標は、ＢＯＤが１ℓ 当たり３ｍｇと

いう水質に着目した指標である。今後もこの

指標を使っていきたい。 

 

 

 

◆議案に対する質疑（「Ⅵ 魅力と誇りを高める

分野」のうち基本目標「県民が誇れる埼玉の魅

力を高める」） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施策５２の主な取り組み「マイナンバーの

活用による行政手続きの利便性向上」につい

て、マイナンバーの活用が進めば、情報の漏

えいやなりすましなどの犯罪の対象になる可

能性も増える。アメリカでは、なりすまし被

害が年間５００億ドルと言われている。個人

情報の完全な保護は難しいため、マイナン 

バー自体が廃止されるのが望ましいことでは

あるが、今後本格運用が進む中で、セキュリ

ティ対策をしっかりする必要があると考える。

県としてできる対策は何か。 

２ 施策５３について、先ほど細田委員の質疑

に対し、老朽化したマンションを支援する仕

組みを作っているとの答弁があった。県とし

て必要な事に取り組んでいるとは思うが、実

際には、費用のかかることに対しての住民の

合意形成は難しい。特に、老朽化したマンシ

ョンのバリアフリー化を進めることが難しい。

今後、地域包括ケアシステムを構築していく

上では、老朽化したマンションの住民への対

応をしなければならない。切羽詰まった問題

であると考えるが、具体的にどのような対策

を講じるのか。 

３ 県は、平成２６年度からマンションの実態

調査をしているが、それによって建て替えや

エレベータの設置、耐震化などが進んだとい

う具体的な成果があったのか。 

 

 

Ａ．情報システム課長 

１ 今後、セキュリティ対策は重点的に行って

いかなければならない。マイナンバーについ

ては、情報を各機関で分散管理して芋づる式

の情報漏えいを防ぐ、システム間の通信は暗

号化する、顔写真入りの身分証明書による本

人確認を必ず行うといった様々なセキュリ 

ティ対策を行っている。さらに、マイナン 

バーを取り扱う業務はインターネットから分

離するという技術的対策を進めている。人的

な対策も必要であり、職員のセキュリティ意

識も重要であることから、県と市町村の職員

に対して説明会や研修を実施しており、今後

も実施していく。さらに、県政出前講座など

を通じ、県民や企業のセキュリティ意識の向

上も図っている。今後も国・県・市町村が連

携してセキュリティ対策の徹底を図っていく。 

 

 

Ａ．住宅課長 

２ マンションの老朽化と入居者の高齢化の２

つの老いが進行すると、バリアフリー化が重

要な課題となる。特に、共用部分にある出入

口や廊下のバリアフリー化は、高齢者の生活
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維持に欠かせない。まずは、個人の財産であ

るためマンションの管理組合が、長期修繕計

画を策定し、修繕積立金を貯え、主体的にバ

リアフリー化を行うことが重要である。一方、

管理組合は、ノウハウや人材不足などの面が

あるため、県は専門家団体や市町村等ととも

に「埼玉県マンション居住支援ネットワー 

ク」を設立し、セミナーや相談会を実施し、

管理組合の運営改善やバリアフリー改修に対

する助言を行っている。また、老朽化対策に

実績があるマンション管理士を「埼玉県分譲

マンションアドバイザー」として登録する制

度を設け、管理組合の要請に応じてアドバイ

ザーを派遣し、助言を行っている。今後は、

アドバイザーによる管理組合の支援事例や改

修工事の成功事例などをまとめたリーフレッ

トを作成し、老朽化マンションの管理組合な

どに配布し、更に管理組合を支援する方針で

ある。 

３ 早急に改善が必要なマンションにアドバイ

ザーを派遣した結果、初めて理事会が組織化

され、組合の総会の開催や管理規約が制定さ

れるなどの成果があった。また、必要に応じ

て管理規約の改正や長期修繕計画の修正など

の成果もあった。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 先日、病院局で個人情報の紛失事例があっ

た。多数の情報を取り扱うところでは、結局

ヒューマンエラーが問題になる。システムの

対策は当然として、ヒューマンエラーの対策

はできているのか。 

２ 老朽化マンションのバリアフリー化問題は、

都市整備の観点と福祉の観点で連携して対策

を進めていかなければならないと考える。国

の補助制度なども視野に入れた県の対策が求

められていると思うが、次の５か年計画の中

でどのように進めていくのか。 

Ａ．情報システム課長 

１ 職員に対し、研修や監査を行い、監査につ

いてはフォローアップを行う仕組みを構築し

ている。ヒューマン・システムの両方のエ 

ラーについて対策を行っている。今後もしっ

かりと対策を行っていきたい。 

 

 

Ａ．住宅課長 

２ マンションのバリアフリー化は、地域包括

ケアシステムの構築とも関連することから、

基本的には基礎自治体である市町村が地域の

実情に応じて取り組むことが適当であると考

えている。住戸内のバリアフリー改修につい

て、補助制度を設けている市町村もあるので

連携して取り組みを進めていきたい。一方、

県はマンションアドバイザーを年２回まで無

料で派遣する事業を行って管理組合の適正化

を促す取り組みを進めている。そうしたバッ

クアップを続けていきたい。 

 

 

 

◆議案に対する質疑（「Ⅵ 魅力と誇りを高める

分野」のうち基本目標「支え合いで魅力ある地

域社会をつくる」） 

 

Ｑ．秋山委員 

施策５７の主な取り組み「同和問題解決のた

めの教育・啓発活動の実施」について、国の同

和対策特別事業の終結から１４年が経過した。

私は、社会問題としての部落問題・同和問題は

基本的に解決された到達点にあると認識してい

る。県が、５か年計画の中で主な取り組みとし

てわざわざこの項目を設けて、同和問題解決を

掲げる真意はどこにあるのか。私は必要はない

と考えるが、なぜこの項を入れたのか、認識と

理由を伺う。 
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Ａ．人権推進課長 

同和問題については、差別的な発言や落書き、

身元調査が行われるなど、いまだに課題として

残っている。また、情報化社会の進展に伴い、

インターネットの匿名性を利用して、掲示板な

どに差別的な書き込みや文章を載せる事例も後

を絶たない。さきの国会においては、部落差別

が現在もなお存在し、情報化の進展に伴って部

落差別に関する状況の変化が生じているとして、

部落差別解消推進法が成立し、昨年１２月から

施行されている。また、国の白書においても、

同和問題に関する結婚差別、差別発言、差別落

書きなどの事案は依然として存在しているとさ

れている。そのため、県としては、同和問題が

いまだに解決しておらず、その解決に向けた取

り組みが必要であると認識している。なお、同

和問題については、重要な人権問題の１つとし

て捉えており、主な取り組みとして挙げさせて

いただいた。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

埼玉県における同和問題として、どのような

差別事件が挙げられるか。また、部落差別解消

推進法の審議の過程において、自民党の友誼団

体の自由同和会が推薦した京都産業大学の灘本

教授も、日本は差別をなくしてきているとの認

識を示している。埼玉県で部落差別が横行して

いるとの認識は間違っているのではないか。イ

ンターネット上で、旧部落とされている地名総

鑑が出ていても、それほど気にする必要はない

との有識者の意見もある。私は、基本的に同和

問題は解消されていると認識している。一部の

団体の主張が誇大に取り上げられ、県の認識に

刷り込まれてしまっているのではないかと心配

している。部落差別解消推進法が施行されてい

ても、実態としては差別事件があるとは言えな

いのではないか。 

 

Ａ．人権推進課長 

平成２６年度にはインターネット上の書き込

みが５件、平成２７年度は差別発言１件、イン

ターネット上の書き込みが１件、平成２８年度

は文書等が１件、同和地区調査１件などがあっ

た。こういった情報は、市町村や運動団体広報

誌からの情報提供によるものだが、実際にはも

っとあるのかもしれない。件数は少ないものの

根深い問題と考えている。また、国の白書によ

ると、インターネットの匿名性を悪用した差別

的書き込み、身元調査と密接に関連した戸籍謄

本や住民票等の不正取得、不動産業者が取り引

きの際に行った土地調査、部落地名総鑑復刻版

の発行など、差別事象の発生が見受けられる。

同和問題は解決していないと考えている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

インターネット上の書き込みについて答弁が

あったが、件数が少ない。また、インターネッ

トにはうその情報も多いことは当たり前として

広く認識されている。結婚差別などが頻発して

いるわけでもない。５か年計画からは外すべき

と思うが、同和問題がなくなるのはいつになる

のか。 

 

 

Ａ．人権推進課長 

５か年計画について、同和問題が終わる時期

については答えられない。 

 

 

 

 


